
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
昇降レールを備えたベースマシンと、
前記昇降レールに沿って昇降可能な回転手段とを備え、前記回転手段により掘削溝を掘削
するとともに、前記掘削溝内を撹拌する掘削撹拌装置であって、
前記回転手段は、
固定軸と、
前記固定軸が内挿され、前記固定軸周りに出力部が回転可能な油圧モータと、
頂部が前記油圧モータの前記出力部に接続されることにより、前記固定軸と同心軸周りに
回転可能であり、前記掘削溝を掘削するための掘削刃と、前記掘削溝内を撹拌するための
撹拌翼とを周囲に備えた回転軸と、から構成され、
前記固定軸は貫通孔を有しており、前記貫通孔には、前記油圧モータへの給油管及び前記
掘削溝内への液剤の供給管の少なくとも一方が接続されていることを特徴とする掘削撹拌
装置。
【請求項２】
前記回転手段は、前記油圧モータの出力部を回転可能な状態で前記昇降レールに接続する
接続手段を備えていることを特徴とする請求項１に記載の掘削撹拌装置。
【請求項３】
前記回転手段は、前記ベースマシンに対して複数並設されていることを特徴とする請求項
１又は請求項２に記載の掘削撹拌装置。
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【請求項４】
前記回転手段は、隣接する前記回転手段同士の前記回転軸の回転方向が異なることを特徴
とする請求項３に記載の掘削撹拌装置。
【請求項５】
次の第１工程から第４工程の各工程を含むことを特徴とする地盤改良方法。
（１）掘削する所定位置の脇に請求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載の掘削撹拌装
置の前記ベースマシンを移動させ、前記各回転手段を下降させることにより、前記回転軸
に設置された前記掘削刃を地上面に当接させる第１工程。
（２）前記各回転手段の前記回転軸を回転させ、前記掘削刃で地盤を掘削するとともに、
前記ベースマシンにより前記各回転手段を順次に下降させて所定深さの前記掘削溝を構築
する第２工程。
（３）前記回転手段で地盤を掘削しながら、前記供給管を通じて前記固定軸の前記貫通孔
に固化剤を供給することにより、前記固定軸から前記掘削溝内に固化剤を注入し、前記撹
拌翼で掘削土砂と前記固化剤を撹拌混合する第３工程。
（４）前記掘削土砂と前記固化剤を撹拌混合しながら、前記各回転手段を上昇させて前記
掘削溝から離脱させ、前記掘削溝内の前記掘削土砂を硬化させる第４工程。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、掘削溝を掘削するとともに、その掘削溝内を撹拌する掘削撹拌装置及び地盤改
良方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、掘削溝を掘削するとともに、掘削溝内で土砂と固化剤を撹拌して混合する掘削撹拌
装置としては、内挿された軸を回転させる出力部を備えた油圧モータ（以下、「インナー
モータ」という）を用いた掘削撹拌装置がある。このインナーモータを用いた掘削撹拌装
置では、インナーモータをベースマシンのリーダに接続し、掘削刃と撹拌翼とを周囲に備
えた回転軸をインナーモータに内挿して回転させることにより、掘削及び撹拌を行うとと
もに、回転軸に設けた貫通孔から固化剤を掘削溝内に注入する（例えば、特許文献１参照
。）。
【０００３】
なお、本出願人は、先に特願２００２－２０４７７５号に示すように、内挿された軸周り
に回転可能な出力部を備えた外周駆動型の油圧モータ（以下、「アウターモータ」という
）を用いた掘削撹拌装置を出願している。このアウターモータを用いた掘削撹拌装置は、
ベースマシンに支持された固定軸をアウターモータに貫通させ、さらに、固定軸が内挿さ
れるようにして、掘削刃と撹拌翼とを周囲に備えた中空の回転軸をアウターモータの出力
部に接続し、回転軸を固定軸と同心軸周りに回転させることにより、掘削溝内で掘削及び
撹拌を行うとともに、固定軸に設けた貫通孔から固化剤を掘削溝内に注入する装置である
。なお、この掘削撹拌装置では、作業時にアウターモータが掘削溝内に配置されるように
構成されている。
【０００４】
【特許文献１】
登録実用新案公報第３０２０６６３号公報（第１－１７頁、第１－４図）
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来の掘削撹拌装置では、以下の問題がある。
まず、インナーモータを用いた掘削撹拌装置では、掘削時に回転軸の貫通孔と固化剤の供
給管とを連通させ、回転軸内の貫通孔に固化剤を供給する必要があり、供給管と回転軸の
接続部にスイベルジョイントを設置しているため、回転軸を回転させるための駆動機構の
高さが大きくなり、装置全体において回転軸側の重量が増加している。
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また、掘削撹拌装置を用いて掘削溝を掘削する際には、回転軸を継ぎ足して掘削刃を所定
深度まで下降させる場合がある。このとき、回転軸の連結箇所が多いと、回転軸の強度が
低くなるとともに、継ぎ足し回数が多くなり、作業効率が低くなるため、連結間隔を大き
く確保することが好ましい。なお、回転軸を継ぎ足すには、インナーモータをリーダの上
端部に配置し、インナーモータと地上面との間隔に新たな回転軸を挿入して継ぎ足す。す
なわち、１本の回転軸の長さは、リーダの上端部に配置したインナーモータから地上面ま
での間隔で決定される。したがって、従来の掘削撹拌装置では、回転軸を回転させるため
の駆動機構の高さが大きくなっているため、インナーモータと地上面との間隔を大きく確
保することができない。
【０００６】
さらに、アウターモータを用いた掘削撹拌装置では、アウターモータを掘削溝内に配置す
るため、固定軸の下方にアウターモータが設置される。これにより、固定軸を継ぎ足して
掘削刃を所定深度まで下降させる場合に、アウターモータと固定軸の重量を支持する必要
があるため、固定軸を継ぎ足す作業が煩雑になり、作業効率が低くなってしまう。
なお、アウターモータを用いた掘削撹拌装置では、アウターモータを掘削溝内に配置する
ことにより、装置の重心を低くして安定性を高めているが、高さが制限された施工条件に
対応させて、全体の高さを低く構成した装置（例えば、高さ５．０ｍ）では、地上面より
も上方にアウターモータを配置した場合であっても、掘削撹拌装置の安定性が確保される
ため、アウターモータを掘削溝内に配置することによる有効性は非常に低い。
【０００７】
したがって、従来の掘削撹拌装置では、装置の高さが制限される施工条件において、回転
軸や固定軸を継ぎ足す場合に、連結間隔を大きく確保することが困難であるため、作業効
率が低くなってしまうとともに、装置全体において回転軸側の重量が増加して安定性が低
くなるため、ベースマシンにカウンターウェイト等を設置して補強する必要があり、装置
の構成が複雑になってしまうという問題がある。
【０００８】
本発明は、前記問題を解決するためになされたものであり、掘削刃と撹拌翼を備えた回転
軸を継ぎ足す際に、回転軸の連結間隔を大きく確保することができ、作業効率を高めるこ
とができるとともに、装置の安定性を高めることにより、装置の構成を簡易化することが
できる掘削撹拌装置及び地盤改良方法を提供することを課題としている。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
本発明は、前記課題を解決すべく構成されるものであり、請求項１に記載の発明は、昇降
レールを備えたベースマシンと、昇降レールに沿って昇降可能な回転手段とを備え、回転
手段により掘削溝を掘削するとともに、掘削溝内を撹拌する掘削撹拌装置であって、回転
手段は、固定軸と、固定軸が内挿され、固定軸周りに出力部が回転可能な油圧モータと、
頂部が油圧モータの出力部に接続されることにより、固定軸と同心軸周りに回転可能であ
り、掘削溝を掘削するための掘削刃と、掘削溝内を撹拌するための撹拌翼とを周囲に備え
た回転軸と、から構成され、固定軸は貫通孔を有しており、貫通孔には、油圧モータへの
給油管及び掘削溝内への液剤の供給管の少なくとも一方が接続されていることを特徴とし
ている。
【００１０】
ここで、ベースマシンは、回転手段を確実に支持して昇降させることができる装置であれ
ば自走式や固定式など、その構成は限定されるものではない。
また、内挿された軸周りに出力部が回転可能な油圧モータは、ラジアルピストンモータや
アキシャルピストンモータなど既存の油圧モータである。
さらに、回転軸は、複数の回転軸を継ぎ足して延長することができる。また、掘削刃及び
撹拌翼の形状や構成は限定されるものではなく、掘削溝を効率良く掘削し、掘削溝内を確
実に撹拌することができる形状や構成であればよい。
【００１１】
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この発明によれば、油圧モータに内挿された固定軸は掘削時に回転しないため、固定軸の
貫通孔と、給油管及び供給管との接続部にスイベルジョイント等の特殊な機構を設置する
必要がなくなり、回転手段の駆動機構が小型化されるため、装置の高さが同一である従来
の掘削撹拌装置と比較して、駆動機構と地上面との間隔を大きく確保することができる。
これは、装置の高さが制限されている施工条件において、回転軸を継ぎ足す場合に有効で
あり、１本の回転軸の長さを大きくすることができる。
また、スイベルジョイント等の特殊な機構や歯車機構などを駆動機構に設置する必要がな
く、回転手段が軽量化されるため、ベースマシンを補強する必要がなくなり、装置の構成
を簡易化することができる。
さらに、回転軸は、油圧モータに内挿された固定軸周りに回転する出力部に接続されてお
り、回転軸の径を簡易に大きくすることができるため、油圧モータに回転軸を内挿する構
成と比較してトルクを大きく確保することができる。
また、固定軸が掘削時に回転しないため、固定軸を掘削溝内まで延長し、各種の計測装置
を固定軸に簡易に設置することができ、掘削溝内の掘削状態をリアルタイムで把握して、
正確に施工を管理することができる。
【００１２】
また、請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の掘削撹拌装置であって、回転手段は、
油圧モータの出力部を回転可能な状態で昇降レールに接続する接続手段を備えていること
を特徴としている。
【００１３】
ここで、接続手段の構成は限定されるものではなく、例えば、油圧モータの出力部をベア
リングに内挿し、このベアリングをベースマシンの昇降レールに接続することにより、油
圧モータの出力部を回転可能な状態で昇降レールに接続するように構成してもよい。
【００１４】
この発明によれば、油圧モータの出力部が昇降レールに接続されるため、油圧モータの回
転時に発生する振動が低減され、出力部に接続された回転軸を安定した状態で回転させる
ことができる。
【００１５】
また、請求項３に記載の発明は、請求項１又は請求項２に記載の掘削撹拌装置であって、
回転手段は、ベースマシンに対して複数並設されていることを特徴としている。
【００１６】
この発明によれば、各回転手段の回転軸は、油圧モータの出力部に接続されており、本発
明では、回転手段に歯車機構等を設ける必要がなく、各回転手段の幅が小さく形成されて
いるため、各種の掘削溝の形状に対応させて各回転手段を配置することができる。
【００１７】
また、請求項４に記載の発明は、請求項３に記載の掘削撹拌装置であって、回転手段は、
隣接する回転手段同士の回転軸の回転方向が異なることを特徴としている。
【００１８】
この発明によれば、回転方向が異なる回転手段同士の間が確実に撹拌されるため、掘削溝
内を効率良く撹拌することができる。
【００１９】
また、請求項５に記載の発明は、地盤改良方法であって、（１）掘削する所定位置の脇に
請求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載の掘削撹拌装置のベースマシンを移動させ、
各回転手段を下降させることにより、回転軸に設置された掘削刃を地上面に当接させる第
１工程と、（２）各回転手段の回転軸を回転させ、掘削刃で地盤を掘削するとともに、ベ
ースマシンにより各回転手段を順次に下降させて所定深さの掘削溝を構築する第２工程と
、（３）回転手段で地盤を掘削しながら、供給管を通じて固定軸の貫通孔に固化剤を供給
することにより、固定軸から掘削溝内に固化剤を注入し、撹拌翼で掘削土砂と固化剤を撹
拌混合する第３工程と、（４）掘削土砂と固化剤を撹拌混合しながら、各回転手段を上昇
させて掘削溝から離脱させ、掘削溝内の掘削土砂を硬化させる第４工程とを含むことを特
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徴としている。
【００２０】
この発明によれば、掘削刃を所定深度に到達させるために、回転軸を継ぎ足して鉛直方向
に延長させる場合に、本発明の掘削撹拌装置は、駆動機構が小型化されており、回転軸の
連結間隔を大きく確保することができ、回転軸の連結箇所を少なくすることができるため
、作業効率を高めることができる。
【００２１】
したがって、本発明の掘削撹拌装置及び地盤改良方法では、回転手段の駆動機構が小型化
され、１本の回転軸の長さを大きくすることができるため、回転軸の連結間隔を大きく確
保することができ、作業効率を高めることができるとともに、装置の安定性が高まるため
、装置の構成を簡易化することができる。さらに、油圧モータの出力部を支持する構成で
は、出力部に接続された回転軸を安定した状態で回転させることができるため、効率良く
掘削及び撹拌を行うことができる。
【００２２】
【発明の実施の形態】
以下、添付図面を参照して、本発明の実施形態について詳細に説明する。
【００２３】
本実施形態では、本発明の掘削撹拌装置を用いて鉛直方向の掘削溝を掘削するとともに、
その掘削溝内に固化剤を注入し、掘削土砂と固化剤を撹拌混合することにより、地盤を改
良して硬化させる場合を例として説明する。なお、本実施形態では、構造物の直下で掘削
溝を構築する場合を例としており、掘削撹拌装置の高さが制限されている。
【００２４】
図１は、本発明の実施形態に係る掘削撹拌装置を示した正面図である。図２は、本発明の
実施形態に係る掘削撹拌装置の回転手段を示した図で、（ａ）は回転手段の側面図、（ｂ
）は回転手段の平面図である。図３は、本発明の実施形態に係る掘削撹拌装置の回転手段
における他の構成を示した側面図である。
【００２５】
まず、本発明の実施形態に係る掘削撹拌装置の構成について説明する。
掘削撹拌装置１は、図１に示すように、昇降レール２を支持するベースマシン３と、昇降
レール２に沿って昇降可能な３基の回転手段１０とから構成され、各回転手段１０により
掘削溝を掘削するとともに、掘削溝内に固化剤を注入し、掘削土砂と固化剤を撹拌混合し
て地盤を改良する。
【００２６】
続いて、ベースマシン３の構成について説明する。
ベースマシン３は、図１に示すように、鉛直方向の昇降レール２と、昇降レール２を水平
方向に旋回させるための旋回台座４と、昇降レール２を縦方向に回動させるための可倒手
段５と、回転手段１０に固化剤を供給するための供給管８ａと、回転手段１０に駆動用油
を供給するための給油管８ｂと、回転手段１０から駆動用油を排出するための排油管８ｃ
と、ベースマシン３の移動手段６とから構成され、施工現場に設置された２本のレールＲ
，Ｒ上を移動する。
【００２７】
旋回台座４は、歯車機構により連結された上部台座４ａと下部台座４ｂとから構成され、
上部台座４ａには昇降レール２が接続されており、上部台座４ａに設けられた電動モータ
４ｃによって上部台座４ａを水平方向に回動させることにより、昇降レール２を水平方向
に旋回させることができる。
昇降レール２の可倒手段５は、伸縮可能な油圧シリンダであり、下端部が上部台座４ａに
接続され、上端部が昇降レール２の上端部に接続されており、可倒手段５を伸縮させるこ
とにより、昇降レール２の下端部に設けられた回転支持部７を中心として、昇降レール２
を縦方向に回動させる。
【００２８】
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移動手段６は、２本のレールＲ，Ｒ上に配置される複数の車輪６ａと、各車輪６ａを回転
させる電動モータ６ｂとから構成され，レールＲに沿って掘削撹拌装置１を移動させる。
供給管８ａは、施工現場に設置された貯蔵タンク（図示せず）に接続されており、供給管
８ａを通じて、貯蔵タンクから回転手段１０に固化剤を供給する。
給油管８ｂ及び排油管８ｃは、施工現場に設置されたオイルタンク（図示せず）に接続さ
れており、給油管８ｂ及び排油管８ｃを通じて、オイルタンクから回転手段１０に駆動用
油を供給するとともに、回転手段１０から排出された駆動用油をオイルタンクに回収する
。
【００２９】
さらに、回転手段１０の構成について説明する。
回転手段１０は、図１及び図２に示すように、固定軸１１と、固定軸１１が内挿され、固
定軸１１周りに出力部が回転する油圧モータ１２と、油圧モータ１２の出力部に頂部が接
続されることにより、固定軸１１と同心軸周りに回転する中空管である回転軸１３と、油
圧モータ１２の出力部を回転可能な状態で昇降レール２に接続する接続手段１４とから構
成される。本実施形態では、３基の回転手段１０がレールＲの延長方向（図１の紙面に対
して垂直方向）に並設されており、昇降レール２に沿って鉛直方向に昇降可能である。
【００３０】
油圧モータ１２は、内挿された固定軸１１周りに出力部が回転する外周駆動型のラジアル
ピストンモータである。なお、各回転手段１０における油圧モータ１２の回転方向は、任
意に切り替え可能であり、本実施形態では、隣接する回転手段１０の油圧モータ１２同士
を異なる方向に回転させている。
【００３１】
固定軸１１は、中央部に鉛直方向の貫通孔である供給孔１５を有しており、この供給孔１
５には供給管８ａが接続されている。また、供給孔１５の周囲には、油圧モータ１２に駆
動用油を供給するための給油孔１６ａと、油圧モータ１２からの駆動用油を排出するため
の排油孔１６ｂと、油圧モータ１２に駆動用油が過剰に供給され、オーバーフローした際
のドレン孔１６ｃと、予備孔１６ｄとからなる４個の貫通孔１６が等間隔で配置されてい
る。そして、給油孔１６ａには給油管８ｂが接続されるとともに、排出孔１６ｂには排油
管８ｃが接続され、さらに、ドレン孔１６ｃにはドレン管８ｄが接続されている。なお、
固定軸１１の各孔１５，１６と、各管８ａ，８ｂ，８ｃ，８ｄとの接続において、固定軸
１１は回転しないため、固定軸１１にスイベルジョイント等の特殊な機構を設置する必要
がない。
【００３２】
接続手段１４は、油圧モータ１２の出力部を回転可能な状態で昇降自在に支持する手段で
あり、中空部を有する支持枠１８と、支持枠１８に内挿された３個のベアリング１７とか
ら構成され、油圧モータ１２の出力部が支持枠１８の中空部にベアリング１７を介して軸
支されており、支持枠１８は昇降レール２に接続され、油圧モータ１２を支持した状態で
昇降レール２に沿って鉛直方向に昇降可能である。この支持枠１８を昇降させるための機
構は限定されるものではなく、例えば、旋回台座４上に電動ウィンチを設置し、この電動
ウィンチのワイヤを昇降レール２の頂部に設けられた滑車を介して支持枠１８に接続させ
、ワイヤの繰り出し又は巻き取りによって支持枠１８を昇降させてもよい。
【００３３】
回転軸１３は、掘削溝を掘削するための掘削刃２０と、掘削溝内を撹拌するための撹拌翼
２１とを周囲に備えた中空管であり、頂部が油圧モータの出力部に接続されることにより
、固定軸１１と同心軸周りに回転する。なお、回転軸１３は、掘削溝の深度に対応して複
数の回転軸１３を鉛直方向に継ぎ足して延長することができる。また、回転軸１３の内部
１９は、固化剤の流通経路となっており、頂部から流入された固化剤が回転軸１３の内部
１９を通過して、下端部から掘削溝内に排出される。
掘削刃２０は、回転軸１３の下端部に設置され、回転することにより掘削溝の底面を掘削
する。また、撹拌翼２１は、回転軸１３の外周面に設置された螺旋状の部材であり、回転
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することにより掘削溝内の掘削土砂と固化剤を撹拌混合する。なお、掘削刃２０及び撹拌
翼２１の構成は限定されるものではなく、効率良く掘削及び撹拌を行うことができる形状
及び材質であればよい。
【００３４】
次に、本発明の実施形態に係る掘削撹拌装置１を用いた地盤改良方法について説明する。
まず、図１に示すように、掘削する所定位置の脇にベースマシン３を移動させ、旋回台座
４及び可倒手段５を調整して各回転手段１０を所定位置に鉛直状態で設置する。そして、
各回転手段１０を下降させ、回転軸１３の底部に設置された掘削刃２０を地上面に当接さ
せる。
【００３５】
続いて、各回転手段１０の油圧モータ１２を駆動して回転軸１３を回転させ、掘削刃２０
で地盤を掘削し、ベースマシン３により各回転手段１０を順次に下降させて所定深さの掘
削溝を構築する。このとき、各回転手段１０の起動停止及び回転方向を各々設定すること
により、３基の回転手段１０全体を回動させることができる。例えば、３基の回転手段１
０において、中央の回転手段１０の回転軸１３のみを回転させることにより、３基の回転
手段１０全体を回動させ、掘削溝内で各回転手段１０の位置を微調整することができる。
また、接続手段１４を昇降レール２の下端部まで下降させたとしても、掘削刃２０が所定
深度に到達しない場合には、回転軸１３を継ぎ足して鉛直方向に延長させる。
【００３６】
なお、回転軸１３を継ぎ足すには、油圧モータ１２を昇降レール２の上端部に配置し、油
圧モータ１２と地上面との間隔に回転軸１３を挿入する。すなわち、１本の回転軸１３の
長さは、回転軸１３の駆動機構から地上面までの間隔で決定される。そして、本実施形態
では、油圧モータ１２に歯車機構やスイベルジョイントを設置する必要がないため、駆動
機構が小型化されており、例えば、電動モータに減速機及びスイベルジョイントを設置し
た構成では、通常、装置の高さが３．０ｍの場合には、駆動機構の高さが１．５ｍ程度に
なり、５．０ｍの場合には、駆動機構の高さが２．８５ｍ程度になってしまうが、本発明
の掘削撹拌装置１の構成では、装置の高さが３．０ｍの場合には、駆動機構の高さを１．
０ｍ程度にすることができ、５．０ｍの場合には、駆動機構の高さを１．５ｍ程度とする
ことができる。したがって、本実施形態では、回転軸１３の連結間隔を大きく確保するこ
とができ、回転軸１３の連結箇所を少なくすることができるため、回転軸１３の強度の低
下を防止するとともに、作業効率を高めることができる。
【００３７】
一方、回転手段１０で地盤を掘削しながら、貯蔵タンクから供給管８ａを通じて固定軸１
１の供給孔１５に固化剤を供給し、固定軸１１及び回転軸１３を通過させて掘削溝内に固
化剤を注入する。
【００３８】
また、掘削刃２０の上方では、撹拌翼２１が回転しており、隣接する回転軸１３の回転方
向が異なるため、撹拌翼２１同士の間で掘削土砂と固化剤が効率良く撹拌混合される。
【００３９】
なお、油圧モータ１２の出力部は、接続手段１４によって回転可能な状態で昇降レール２
に接続されており、出力部の回転により発生する振動が低減され、回転軸１３が安定した
状態で回転するため、効率良く掘削及び撹拌が行われる。
また、回転軸１３は、油圧モータ１２に内挿された固定軸１１周りに回転するため、回転
軸１３の径を簡易に大きくし、トルクを大きく確保することができる。例えば、回転軸１
３が油圧モータ１２に内挿される構成では、φ６００ｍｍ以上の掘削溝を掘削することが
困難であるが、本発明の掘削撹拌装置１では、φ８５０～９００ｍｍの掘削溝を構築する
ことができる。
【００４０】
最後に、掘削土砂と固化剤を撹拌混合しながら、各回転手段１０を上昇させて掘削溝から
引き上げる。このとき、撹拌翼２１によって掘削溝の上方は常に撹拌され、掘削溝の上方

10

20

30

40

50

(7) JP 4028792 B2 2007.12.26



で掘削土砂と固化剤が硬化してしまうことがないため、各回転手段１０を掘削溝から容易
に引き上げることができる。そして、各回転手段１０の離脱後に掘削溝内の掘削土砂が硬
化して地盤が改良される。
【００４１】
したがって、本発明の掘削撹拌装置１では、回転手段１０の駆動機構が小型化されるため
、回転軸１３の連結間隔を大きく確保することができ、作業効率を高めることができると
ともに、掘削撹拌装置１の安定性が高まるため、掘削撹拌装置１の構成を簡易化すること
ができる。さらに、油圧モータ１２の出力部が支持されるため、出力部に接続された回転
軸１３を安定した状態で回転させ、効率良く掘削及び撹拌を行うことができる。
【００４２】
以上、本発明の好適な実施形態についての一例を説明したが、本発明は前記実施形態に限
定されず、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で適宜設計変更が可能である。
例えば、固定軸１１を回転軸１３の内部１９に延長させ、掘削溝内における回転軸の位置
や深度を計測する計測装置を固定軸１１の下端部に設置することにより、掘削溝内の掘削
状態をリアルタイムで把握して正確に施工を管理し、精度良く掘削溝を構築するように構
成してもよい。このとき、固定軸１１は掘削時に回転することなく、掘削溝の下方まで下
降するため、計測装置の電源ケーブルや通信ケーブル等を固定軸１１の予備孔１６ｄ（図
２（ｂ）参照）に挿入して配線することができ、回転手段１０に計測装置を簡易に設置す
ることができる。
また、回転手段１０の他の構成としては、図３に示すように、固定軸１１の頂部を支持す
る接続手段１４ａを用いた構成がある。接続手段１４ａは、昇降レール２に接続された支
持枠であり、この接続手段１４ａに設けられた貫通孔内に固定軸１１の頂部が挿入されて
固定されることにより、各回転手段１０が支持されている。この構成では、油圧モータ１
２の周囲にベアリングを設置する必要がないため、回転手段１０の構成を簡易化すること
ができる。
【００４３】
【発明の効果】
本発明の掘削撹拌装置及び地盤改良方法によれば、回転手段の駆動機構が小型化されてい
るため、装置の高さが同一である従来の掘削撹拌装置と比較して、駆動機構と地上面との
間隔を大きく確保することができる。これにより、装置の高さが制限されている施工条件
において、回転軸を継ぎ足す場合に、１本の回転軸の長さを大きくすることができ、回転
軸の連結間隔を大きくすることができるため、作業効率を高めることができる。
また、回転手段が軽量化されるため、ベースマシンを補強する必要がなくなり、装置の構
成を簡易化することができる。
さらに、回転軸は、油圧モータに内挿された固定軸周りに回転する出力部に接続されるた
め、回転軸の径を簡易に大きくすることができ、油圧モータに回転軸を内挿する構成と比
較してトルクを大きく確保することができる。
また、掘削撹拌装置は小型化されており、各回転手段の幅が小さいため、回転手段を複数
並設した構成では、各種の掘削溝の形状に対応させて各回転手段を配置することができる
。
また、油圧モータの出力部を支持する構成では、出力部に接続された回転軸を安定した状
態で回転させることができるため、効率良く掘削及び撹拌を行うことができる。
また、隣接する回転手段同士の回転軸の回転方向が異なるように構成した場合には、回転
手段同士の間が確実に撹拌されるため、掘削溝内を効率良く撹拌することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態に係る掘削撹拌装置を示した正面図である。
【図２】本発明の実施形態に係る掘削撹拌装置の回転手段を示した図で、（ａ）は回転手
段の側面図、（ｂ）は回転手段の平面図である。
【図３】本発明の実施形態に係る掘削撹拌装置の回転手段における他の構成を示した側面
図である。
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【符号の説明】
１・・・・掘削撹拌装置
２・・・・昇降レール
３・・・・ベースマシン
８ａ・・・・供給管
８ｂ・・・・給油管
８ｃ・・・・排油管
８ｄ・・・・ドレン管
１０・・・・回転手段
１１・・・・固定軸
１２・・・・油圧モータ
１３・・・・回転軸
１４・・・・接続手段
１５・・・・供給孔
１６ａ・・・・給油孔
１６ｂ・・・・排油孔
１６ｃ・・・・ドレン孔
１６ｄ・・・・予備孔
２０・・・・掘削刃
２１・・・・撹拌翼
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【 図 ３ 】
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